経営革新計画推進事業（人材支援事業）委託業務仕様書
（業務名）

経営革新計画推進事業（人材支援事業）

（目的）

本業務は、県内中小企業の持続的な成長・発展を目的に、特定の業種に限定せず、幅広く新事業活動にチャレンジする県内中小企業に対して、経営革新計画の作成又は実施に伴い不足する人材を中小企業者等に紹介、派遣することで、新事業展開に必要な人材の確保等、各企業の成長段階に応じた包括的支援を行う。
１　業務内容

　（委託期間）
　契約締結日から平成２８年２月２９日まで

（委託内容）

　・支援対象企業の選定に係る事業説明会、応募企業に対する事前ヒアリング及び審査会への出席

　・派遣する労働者の公募

・岡山県が指定する支援対象企業への労働者の紹介予定派遣

　・派遣労働者の勤怠管理

　・派遣期間終了時の直接雇用支援

※委託事業の実施に伴い必要と思われる業務

a. 派遣労働者の募集及び選考

b. 支援対象企業に対するヒアリングの実施

c. 支援対象企業と派遣労働者との面接、労働条件の調整等
d. 派遣期間中の勤怠管理

e. 派遣労働者の交代が必要になった際の対応

f. トラブル時の対応

g. 派遣期間終了時の直接雇用支援

h. その他、円滑な就労に必要な支援業務
（事業目標）

　・紹介予定派遣労働者数２０名以上（1社につき1名、２０社程度を採択）

委託業務で支援対象企業へ派遣する人員として、求職中の失業者及びその他就業を希望する者２０名以上を雇用し、紹介予定派遣として支援対象企業へ派遣すること。
派遣労働者については、派遣期間修了後においても引き続き支援対象企業で、できる限り正規雇用化されるよう支援をすること。

　※派遣される労働者が従事すると想定される主な業務

　　・経理、文書作成、企画など事務及び事務補助

　　・金属加工業及び食料品製造業等の製品製造及び製造補助
　　・新商品、サービスの顧客開拓、データ管理等の営業及び営業補助
（人材の募集）
　　新規雇用する人材の募集に当たっては、公共職業安定所への求人申し込みを原則とする。また、文書による募集、直接募集など他の方法でも広く募集に努めること。

（雇用・派遣期間と雇用形態）
①新規に紹介予定派遣する労働者の派遣期間は、５ヶ月以内とし、更新しない。派遣期間中、やむを得ず派遣が中止され、同じ支援対象企業へ別の派遣労働者を派遣する場合も、中止前の派遣期間を通算して５ヶ月以内とする。
②委託先は、派遣労働者と雇用契約を締結し、雇用保険、労災者災害補償保険等の社会保険に加入する。また、週当たりの労働時間は、４０時間を基本とする。
（不正防止の措置）
支援対象企業の経営者と派遣労働者が近親者や知人等の関係にある場合は、原則として当該支援対象企業への派遣を認めないものとする。
２　委託経費及び経理

委託料の対象経費は、以下のとおりとする。

（１）人件費

派遣する労働者の賃金と社会保険料を合わせた額とする。なお、時間外勤務によって発生する手当及び社会保険料の増加分、派遣中の業務に伴って発生する出張旅費等の費用については支援対象企業の自己負担とし、対象経費としない。
（賃金）
賃金には、基本給のほか、通勤手当、扶養手当、住宅手当等の諸手当、賞与等の臨時の支払を含めるものとする。１名に対する支払額は月額２５０，０００円を上限とする。
（社会保険料等）

社会保険料は、健康保険料、厚生年金保険料、児童手当拠出金、介護保険、雇用保険料、労働災害保険料、その他就業に伴って必要とされる一般拠出金等に係る事業主負担分とする。
　（例）・時給○○円×○時間／日×２１日／月×５月＝○○○○○円

・通勤手当○○○円（上限）　　　　　×５月＝　○○○○円

・△△手当○○○円（一律）　　　　　×５月＝　○○○○円

・社会保険料等○○○円／月　　　　　×５月＝　○○○○円　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（合　計 ）○○○○○円

（２）諸経費

人件費の総額に一定の率（諸経費比率）を乗じて得られる金額を上限とし、対象となる経費は、労務費、雇用に係る求人経費、教育訓練費、旅費・交通費、消耗品費、機械・器具リース料、通信運搬費等とする。
また、消耗品は業務に必要な事務用品など購入価格が３万円未満のものを対象とする。なお、業務に必要な機材等の購入は原則として認めない。（受託者所有の機器を使用し、対応できない場合にはリースによる対応とする。）
（３）経理書類

委託業務の実施に要した経費は、領収書等（別紙参照）で確認できること、また収入及び支出を記載した帳簿を備え、経理状況を明確にしておくこと。

なお、これらの関係書類は整理の上、５年間保存するものとする。また委託者の必要に応じて提出を求める場合がある。
３　業務報告
　（月次報告）

毎月、業務に従事した派遣労働者、労働日数、支払った人件費を取りまとめ、所定の様式の月次報告書を、タイムカード等の必要な資料を添えて翌月１０日までに提出しなければならない。
　（完了報告）
委託業務が完了したときは、所定の様式で実績報告書を作成のうえ、速やかに委託者に提出しなければならない。
　（その他）
前２項の報告以外に、委託者は、必要があると認められるときはいつでも受託者に対し、実施状況について報告を求め、又は帳簿書類その他の物件を実地に検査することができる。

４　委託料の支払い

　（委託料の請求）

受託者は、業務完了後、委託料を請求することができる。
なお、受託者は業務期間中に既に支払った人件費及び当該人件費に契約時の諸経費比率を乗じた金額の支払いを請求できる。但し、毎月一回を限度とし、人件費は提出された月次報告に基づく金額を超えることはできない。
　（委託料の支払い）

委託者は受託者からの月次報告書、実績報告書及び請求書の提出を受けたときは、速やかに内容を審査する。審査の結果、委託内容と適合すると認めた場合にのみ、受託者からの請求に基づき委託料を支払うものとする。

５　その他

　（守秘義務）

委託業務に関して知り得た企業及び個人の事実・情報等については、業務完了後も守秘義務を遵守することとする。
　（法令遵守）
業務の実施にあたっては、労働基準法、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律など関係法令を遵守すること。

　（疑義等の解決）
委託契約書及び本仕様書に定めのない事項については、その都度、委託者と協議のうえ実施すること。

